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第1章  序論 

日本は地震が非常に多い国であり，建物の全壊といった大きな被害の生じる地震が度々発

生している．過去の地震で大きな被害を受けた建物は，1981 年の建築基準法改正以前の物が

多く，こうした建物の耐震補強により人的被害の軽減が見込めるものの，費用が高額である

といった理由で耐震化が進まず，2018 年時点で全国の耐震化率は 87%と推定されており，戸

建住宅に至っては 81%止まりとなっている 1)．そうした中で人的被害を軽減する方法として，

地震発生直後の被害推定がある．地震発生直後に，どこでどれだけの被害が生じているかを

迅速かつ正確に把握することができれば，救助の遅れによる人命の損失を防ぐことにつなが

る．そこで，本研究では，木造建物を対象として，地震発生直後に迅速かつ正確に全壊率を

推定する手法の検討を行った．ここで，木造建物を対象としたのは，耐震化の進んでいない

戸建住宅の 92.5%2)を木造建物が占めているためである．また，人名の損失につながるような

被害を対象とするため，木造建物の被害は全壊以上とし，保有水平耐力を失った状態を対象

としている． 

地震動から建物被害を推定する手法として，地動最大速度や弾性加速度応答といった地震

動強さを説明変数とする被害関数と，建物群を様々な耐力をと非線形の復元力特性を持つ質

点系にモデル化した非線形建物群がある．近年の計算機の性能の向上により非線形建物群の

計算にかかる時間は短縮されつつあるものの，地震動強さの計算に用いるフーリエ変換や弾

性応答解析と比べると依然計算負荷は高い．したがって本研究では迅速な被害推定が可能な

被害関数を対象とする．図 1 に，地震発生直後に被害推定を行うための手順を示す．まず，

地震発生直後に公開される K-NET 即時公開データを用い，各観測点における地震動強さを

求める．次に，被害率の面的な分布を求めるために，観測点の無い地域メッシュの地震動強

さを，周辺の観測点の地震動強さから面的補完を行うことで推定する．そして，各地域メッ

シュにおける地震動強さから被害関数を用いて被害率を求め，画像や GIS データといった形

で推定被害率分布を出力する．本研究では，赤枠で示した地震動強さとそれを用いる被害関

数について，迅速性を維持しつつ被害推定の精度を向上するための検討を行う． 
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兵庫県南部地震では多くの強震記録と建物被害データが得られたことから，これらのデー

タを用いて様々な被害関数が提案され 3）～7）など，その後も，様々な地震で得られた強震記録

と建物被害データを用いて被害関数の検討が行われてきた．多くの被害関数では，経験的に

建物被害との相関が高い地動最大速度 PGV や SI 値を説明変数に用いるが，いずれも建物が

被害を受けるメカニズムとの物理的な因果関係が明確ではなく，例えば PGV は長周期の応

答が卓越した地震動では被害を過大評価してしまうという課題も指摘されている 8）．また，

文献 4）～6）のように 1995 年兵庫県南部地震で得られた被害データのみを用いて検討され

た被害関数も多く，その他の地域・年代における建物被害への適応には注意が必要である．

そこで，兵庫県南部地震を含む 15 の地震で得られた被害データを元に，建物の大きな被害と

相関が高い指標として周期 1-1.5 秒の加速度応答（以下，1-1.5 秒応答 9））が提案されている．

この周期帯は，木造建物や中低層非木造建物が被害を受けて塑性化した際の等価周期にあた

り，建物が被害を受けるメカニズムとの因果関係が明確である． 

表 1 の様々な強震観測点について，PGV，1-1.5 秒応答の被害関数と実被害の対応を図 2 に

示している．1-1.5 秒応答を用いた被害関数 10）により PGV よりも実被害との対応は良くな

るものの，依然としてばらつきは存在している．その要因として，強震観測点周辺の建物の

性能の違いや，地震動の振幅の異方性の違いが考えられる．1-1.5 秒応答の被害関数は建築年

代によらず全ての木造建物の被害を対象に作成されたものであるが，1920 年に施行された建

築基準法は度々改正が行われており，近年では 1959 年に壁量規定の強化，1971 年に基礎の

布基礎化，1981 年に壁量規定の強化，2000 年に柱・梁接合部の仕様や耐力壁配置のバラン

スについて定められた．こうした背景から建物の性能は建築年代によって大きく変化すると

考えられ，多くの被害関数で建築年代別の検討も行われている 5）～7）など．建物の等価周期に

基づく被害関数でも，同様に建物の性能の違いを考慮することで，1-1.5 秒応答の被害関数か

ら更に精度を向上させる余地があると考えられる． 

地震発生

K-NET即時公開データ
の波形公開

各観測点における地震動強さを計算

被害関数を用いて
被害率を推定

波形をダウンロード

観測点の無い地域メッシュの地震動強さを
面的補完で推定

推定被害率分布
（画像，GISデータ） ・・・本研究の検討対象

図 1 地震発生直後の被害推定の流れ 
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また，被害関数の説明変数は地震動の 3 方向または水平 2 方向をベクトル合成して最大と

なる方向から算出されることが多く，1-1.5 秒応答も水平 2 方向ベクトル合成の最大方向を用

いているが，地震動の振幅は断層の破壊伝播方向などの影響で強い異方性を有する場合があ

ることが知られている 11）～16）など．一方で，建物は方向による壁量の差から耐力に異方性を有

する構造物であり，地震による被害は地震動と建物の双方の方向性が複雑に組み合わさった

結果であり，値が最大となる方向へベクトル合成した 1 波形の解析では実際の現象を再現出

来ない恐れがある． 

これらを踏まえ，本研究では建物の等価周期という考え方に基づき，地震発生直後の建物

被害推定の精度を向上することを目的として，第 2 章，第 3 章では建物の性能の違いを考慮

した被害関数を作成し，第 4 章では地震動と建物の方向性を考慮した被害推定の検討を行っ

た．本論文の構成を以下に示す． 
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1994年三陸はるか沖 八戸市庁舎 50.2 386.3 1.9%
JR鷹取 157.2 1225.9 59.4%
葺合 130.8 1095.6 20.2%
NTT神戸 88.5 557 16.1%
JR宝塚 96.6 626.2 7.2%
本山第一小 81.6 475.2 6.5%
JMA神戸 105.0 738.6 3.2%
尼崎高架橋 56.9 440.7 2.4%
尼崎竹谷小 51.1 393.5 1.7%
関電総合技研 59.4 360.3 0.8%

2000年鳥取県西部 境港測候所 84.9 415.9 1.1%
2003年十勝沖 K-NET標津 65.2 505.9 1.3%

川口町震度計　　 144.7 1096.6 19.8%
JMA小千谷　　　 93.6 616 1.8%
K-NET穴水 103.7 904.9 18.8%
JMA輪島 98.7 698.2 4.7%
K-NET輪島 43.9 360.6 2.9%
K-NET柏崎 126.9 759.1 5.3%
柏崎市中央町震度計 125.1 726.9 7.4%
K-NET小川 75.3 623.8 0.8%
JMA大崎市古川三日町 81.6 810.6 3.0%
高根沢町石末震度計 68.1 379.5 0.7%
須賀川市八幡町震度計 59.7 318.4 2.1%
名取市増田震度計 108.6 589.8 0.6%

2016年熊本 KiK-net益城 131.6 1035.4 6.3%

2007年新潟県中越沖

2011年東北地方太平洋沖

PGV
[cm/s]

1-1.5秒応答

[cm/s2]
地震名 観測点名

1995年兵庫県南部

2004年新潟県中越

2007年能登半島

木造全壊率

図 2 被害関数による推定被害率と実被害率の対応 

表 1 強震観測点周辺の木造全壊率と地震動強さ 
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第 2 章 建築年代による等価周期の違いを考慮した年代別被害関数 

日本では繰り返し耐震規定が変更されており，建物の性能が建築年代によって大きく異な

る．そこで本章では，図 1 のばらつきの要因のうち建物の性能の違いについて，建築年代の

違いに着目して検討を行った．建築年代別被害関数の検討は様々に行われているが，既往の

年代別被害関数 5）～7）などで用いる地震動強さは地動最大速度 PGV や SI 値など，建物が被害

を受けるメカニズムとの対応が明確ではない．そこで，1-1.5 秒応答と同様の考え方に基づき，

建築年代によって異なる等価周期に対応する説明変数を用いることで，より正確な年代別被

害関数を作成できると考えて検討を行った． 

まず，建物の被害と相関の高い周期帯を建築年代別に調べたところ，相関の高い周期帯が

建築年代によって異なることがわかった．そこで，建築年代によって異なる周期帯の加速度

応答を用いて年代別被害関数を作成したところ，1-1.5 秒応答を用いる従来の被害関数よりも，

実被害データとの対応が良くなることがわかった． 

第 3 章 地震発生時の降伏耐力で建物を分類した建物被害推定 

木造建物の性能は経年劣化により低下すると考えられており，性能が経年で変化しないと

考えるよりも，経年劣化により低下すると考えた方が実被害との対応が良いという検討結果

がある 17）．このことから，同じ 1980 年代に建てられた建物でも，1995 年兵庫県南部地震と

2016 年熊本地震では，約 20 年間の経年の違いによって，地震発生時の建物性能が異なると

考えられる． 

また，2018 年北海道胆振東部地震において全壊率 6.3%の被害が生じた K-NET 鵡川では，

被害を受けた建物は，店舗として使用されていたと見られる 2 階建て建物に集中しており，

間口に大きな開口部を有することから周辺の建物と比べて性能が低かったと考えられる．こ

のことは，建築年代と経年が同じであっても，階数や開口部といった要素の違いから建物性

能が異なる可能性を示唆している．そこで本章では，階数や開口部といった要素で建物をカ

テゴリ分けし，経年劣化とカテゴリを考慮することで地震発生時の建物性能が同程度になる

ように建物を分類し，第 2 章よりも建物をさらに細分化して被害関数の検討を行った． 

具体的には，まず，降伏ベースシア係数の経年劣化モデルを用いて地震発生時の降伏ベー

スシア係数を推定する．次に，階数・開口部の有無・屋根の重量という，降伏ベースシア係数

に影響を与えると考えられるパラメータによって建物を 8 カテゴリに分類し，カテゴリ別の

耐力比を考慮することで，経年劣化を考慮した地震発生時のカテゴリ別降伏ベースシア係数

を推定した．そして，カテゴリ別降伏ベースシア係数が同程度になるようにグループ分けを

行い，それぞれのグループで被害関数を作成した． 

その結果，第 3 章で作成した年代別被害関数と比べてやや精度が落ちる結果となった．こ

れは，カテゴリ分けを行うことで建物棟数が不十分なデータを用いて被害関数を決定せざる

を得なかったことが原因の一つと考えられ，被害データの蓄積が進むことで十分な精度が得

られる可能性があると思われる． 

第 4 章 地震動と建物の方向性を考慮して被害推定を行うための地震動の入力方法の検討 

地震動を用いた解析を行う際，NS や EW の 1 方向の波形を入力することが多く，本研究

でも第 2章，第 3章では水平 2方向をベクトル合成して応答が最大となる最大方向を用いた．
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しかし，地震動の振幅は断層の破壊伝播方向などの影響により強い異方性を示す場合があり

11）～16）など，建物も壁量の差のために耐力が異方性を有する構造物であることから，最大方向

1 方向の入力では実際の現象を再現できない恐れがある． 

そこで本章では，地震被害推定の際に地震動と建物の方向性を考慮する方法について検討

を行った．1 方向の入力で地震動の方向性を考慮する手法として，地震動を様々な方向に合

成したときの弾性加速度応答を調べ，平均値となる方向の波形を用いる平均方向 18）が提案さ

れている．しかし，これは様々な方向を向いた建物群に異方性のある地震動が入力されると

いう複雑な現象を，平均的な応答となる方向の波形１波の入力に単純化したものであり，地

震動と建物の方向性を考慮するには，本来は実際の建物の方向を個別に調べ，１棟ずつの方

向に応じた波形を入力する必要がある．また，平均方向を決定するためには 5 度ずつ 36 方向

の応答スペクトルの計算が必要となり，地震発生直後の被害推定で用いることを考えると計

算負荷が高いという過大もある．そこで，強震観測点周辺の建物の１棟１棟の方向を調べ，

それらの方向に応じた波形を用いて非線形建物群による解析を行った結果を，平均方向を用

いた場合と比較することで平均方向の妥当性を確認した上で，地震発生直後の被害推定に活

用するために計算負荷を低減した新しい平均方向を考案した． 

建物被害と相関のある 1-1.5 秒応答について，新しい平均方向を用いる被害関数を作成し，

応答が最大となる最大方向を用いる従来の被害関数と比較したところ，両者の実被害率との

対応はほぼ等しくなった．その原因を調べると，平均方向と最大方向の 1-1.5 秒応答が強い

線形関係を有することが原因であり，この線形関係は平均方向と最大方向の 1-1.5 秒応答の

比が限られた範囲に集中することから常に成り立つことがわかった．従って，本研究の第２

章，第３章で最大方向を用いて行った被害関数の検討は，平均方向を用いて行った場合でも

同様の結論が得られると考えられる． 

第５章 結論と今後の展望 

本章では，各章における検討で得られた知見のまとめと，今後検討すべき課題について説明

を行う． 

本論文の構成を図 3 に示す． 



 

6 
 

 

図 3 本論文の構成 
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目的：建物被害を迅速かつ正確に推定する

第2章

建築年代による等価周期の違いを
考慮した年代別被害関数

建物の耐力に応じて異なる周期帯
の応答を説明変数とすることで被害
推定の精度向上を図る

第3章

地震発生時の降伏耐力で建物を分
類した建物被害推定

建物の経年劣化と屋根葺材や階数
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応答を説明変数とすることで被害推
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第2章  建築年代による等価周期の違いを考慮した年代別被害

関数 

 

2.1 背景 

地震動による建物被害を迅速に推定する手法として，地震動強さに基づく被害関数の検討

が行われている 1）～5）など．建物の性能は建築年代によって異なるため，建築年代別被害関数

の検討も行われているが 3）～5）など，説明変数として用いられることの多い地動最大速度 PGV

は，長周期の応答との相関が高いために 1 秒以下の短周期の応答と対応が良い計測震度や地

動最大加速度 PGA に比べて建物被害との対応は良いものの，2016 年熊本地震の西原村小森

震度計のように 2 秒以上の長周期が卓越する地震動が発生した場合には，被害を過大評価し

てしまう 6）という課題がある．そこで本章では，木造建物や中低層非木造建物が塑性化した

ときの等価周期にあたり，建物の全壊といった大きな被害と相関の高い周期 1-1.5 秒応答 7）

と同様の考えに基づき，建物の等価周期に対応する弾性加速度応答を説明変数とする年代別

被害関数を構築することで，被害推定の精度を向上するための検討を行った．  

 

2.2 建物被害と相関のある周期帯の年代別検討 

表 2 に示す強震記録と，観測点周辺の建物被害率を用いて，建物被害と相関のある周期帯

を建築年代別に調べた．ここで建築年代を 10 年単位で分けたのは，建築基準法が 1959 年，

1971 年，1981 年と概ね 10 年程度の間隔で改正されており，10 年ごとに性能が異なると考

えたためである．2000 年にも建築基準法の改正が行われているが，1990 年代以降は被害関

数を作成するのに十分な数の被害データが得られていないため，1980 年代までを対象とした．

周期 0～5 秒の範囲について，建物の等価減衰に対応する減衰定数 20%7)の弾性加速度応答を

求め，各周期における加速度応答と木造建物全壊率との相関係数を図 4 に示す．なお，2016

年熊本地震の KiK-net 益城では，4 月 14 日の地震（以下，前震）と 4 月 16 日の地震（以下，

本震）で連続して強い揺れを観測しているため，図 4(a)は本震のみ，図 4(b)は前震+本震を連

続で入力した結果となっている．図 4(a),(b)を比較すると周期 0.5 秒以下の極短周期で相関係

数にごく僅かな違いが見られるものの，周期 0.5 秒以上の周期帯に大きな違いはない．これ

は，図 5 に示す KiK-net 益城の弾性加速度応答スペクトルが，本震のみと前震+本震を比較

した際に周期 0.5 以上でほぼ一致しているためである．図 4 より，予想した通り，建物被害

と相関の高い周期帯が建築年代によって異なることがわかる．建築年代が新しいものほど相

関の高い周期帯が短周期になっているのは，壁量規定の強化によって多くの耐力壁が存在し，

剛性が上がることで建築年代が新しいほど弾性周期が短くなることや，古い建物では経年劣

化により剛性が低下していることなどが原因として考えられる． 
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表 2 強震観測点周辺の建築年代別被害率 

(a) KiK-net 益城前震のみ          (b) KiK-net 益城前震+本震 

図 4 各周期の加速度応答と建物被害率の相関（建築年代別） 
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図 5 KiK-net 益城の弾性加速度応答スペクトル 
（減衰定数 20%，水平 2 方向ベクトル合成最大方向） 
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1960年代 1970年代 1980年代 3年代全体 1960年代 1970年代 1980年代 合計
大阪ガス葺合 33.6 4.5 0.0 25.8 273 71 13 357
JMA神戸 6.9 0.0 0.0 4.1 360 125 89 574
本山第一小 6.4 4.0 0.0 4.2 352 218 134 704
NTT神戸 6.4 0.0 0.0 6.0 58 3 0 61
JR鷹取 69.6 33.3 5.6 54.7 127 32 19 178
川口町震度計 37.1 9.4 4.2 18.7 45 34 25 104
JMA小千谷 0.0 0.0 0.0 0.0 19 45 30 94
JMA輪島 9.4 0.0 0.0 4.4 128 80 37 245
K-NET穴水 49.0 13.4 4.2 22.1 57 73 25 155
K-NET輪島 3.8 6.0 0.0 3.1 71 86 55 212
K-NET柏崎 22.2 2.1 1.7 3.5 14 50 59 123
柏崎震度計 42.9 6.3 1.6 8.0 20 55 65 140
K-NET小川 0.0 0.0 0.0 0.0 38 45 31 114
JMA大崎市古川 2.3 5.3 0.0 3.3 74 91 40 205

2016年熊本地震 KiK-net益城 15.4 10.3 7.4 8.4 25 47 63 135

木造棟数

1995年兵庫県南部地震

2004年新潟県中越地震

2007年能登半島地震

2007年新潟県中越沖地震

強震記録

2011年東北地方太平洋沖地震

木造全壊率[%]
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2.3 建築年代別被害関数の作成 

建物の被害と相関の高い周期帯が建築年代によって異なることがわかったため，年代によ

って異なる周期帯の加速度応答を用いて年代別被害関数を作成した．具体的には，1960 年代

で 1.5-2 秒，1970 年代で 1-1.5 秒，1980 年代で 0.5-1 秒の応答を用いた．まず，全壊率と弾

性加速度応答の関係は式（1）で表される． 

 

𝐷 = 𝛷(𝛼𝑙𝑜𝑔𝐴 . + 𝛽) (1) 

 

ここで，Φは標準正規分布の累積確率，A は各周期帯の弾性加速度応答を示す． 

表 3 に，被害関数と震度指標の係数𝛼, 𝛽の値，また，被害関数を用いて推定した被害率と実

被害率との相関係数 Cor および誤差平均（誤差の絶対値の平均）Err を示す．また，被害関

数と実被害の対応を図 6 に示す． 

図 7 に，被害関数による推定被害率と実被害率の対応を示す．上段は翠川ら 5）による PGV

を用いる年代別被害関数と実被害率の対応，下段が本章で作成した年代によって異なる周期

帯を用いる年代別被害関数と実被害率の対応である．全体的に見ると誤差平均は全ての建築

年代で低下しているが，1970 年代では兵庫県南部地震 JR 鷹取，1960 年代では能登半島地震

K-NET 穴水で誤差が依然として大きい．この原因として，JR 鷹取の実被害と対応するよう

に観測点周辺の耐力分布を推定すると，全国の平均的な分布 8)よりも耐力の低い建物が多い

という検討結果 6)があることから，比較的耐力の低い建物が多かったことで実被害が大きく

表 3 年代別被害関数のパラメータ 

1960年代 1970年代 1980年代
α 3.66 1.25 2.96
β -11.04 -5.08 -10.73

周期帯 1.5-2秒 1-1.5秒 0.5-1秒
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図 6 年代別被害関数と実被害の対応 
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出たとみられるが，建築年代以外のどのような要因が耐力を低下させているのかを分析する

ためのデータが無いため，誤差要因についてこれ以上の考察は控える．K-NET 穴水について

は，観測点周辺に商店のような大きな開口を有する建物が多い 9）ことで比較的耐力の低い建

物が多かった可能性があり，こうした建物の特徴を考慮することで，実被害との対応が改善

する可能性があると考えられる． 

また，年代別被害率を各年代の建物棟数で重み付けして求めた 3 年代全体の被害率を図 8

に示す．図 8 からも，年代別被害関数は従来の被害関数より精度が向上していることが確認

できる．したがって，建築年代によって異なる周期帯の応答を用いることで，被害推定の精

度が向上することがわかった． 
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2.4 まとめ 

建物の性能が建築年代によって異なるため，等価周期の応答を用いる被害関数を建築年代

別に作ることで被害推定の精度を向上するための検討を行った．まず，強震観測点周辺の建

物被害率と相関の高い周期帯を建築年代別に調べたところ，被害と相関の高い周期帯は建築

年代によって異なることがわかった．そこで，建築年代によって異なる周期帯の弾性加速度

応答を用いて被害関数を構築し，従来の年代別被害関数よりも精度が向上することを確認し

た． 

 

図 7 年代別実被害率と被害関数の対応 
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図 8 実被害率と被害関数の対応 
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第3章  地震発生時の降伏耐力で建物を分類した建物被害推定 

 

3.1 背景 

第 2 章では，木造建物の性能が建築年代によって異なるとの考えに基づいて，建物被害と

相関の高い周期帯を建築年代別に調べ，建築年代によって異なる周期帯の加速度応答を用い

る被害関数を作成した．しかし，木造建物の性能は経年劣化に伴って低下することが指摘さ

れており 1)~3)など，同じ 1980 年代の建物でも，1995 年兵庫県南部地震と 2016 年熊本地震で

は，約 20 年の経年によって地震発生時の建物の性能に差が生じていると考えられる． 

また，2018 年北海道胆振東部地震の K-NET 鵡川では，観測点周辺で全壊率 6.3%の被害

が生じていた 4)が，この全壊率は強震記録の 1-1.5 秒応答から被害関数 5)を用いて推定した全

壊率 15.7%の半分以下である．この理由として，観測点周辺の建物に瓦屋根を使用したもの

がないことから，日本の平均的な建物と比べて比較的耐力の高い建物が多かった可能性があ

る．また，大きな被害を受けた建物は 2 階建てで 1 階が店舗として使用されていたと考えら

れる建物に集中しており，周辺の平屋や住宅として使用されていた 2 階建て建物に大きな被

害を受けたものは見られなかった．この特徴的な被害を再現するためには，2 階建てで重量

が重い建物や間口に大きな開口部を有するために壁が少ない建物と，平屋で重量が軽い建物

や壁が十分に入った建物を分けて考える必要がある． 

そこで本章では，経年劣化による建物性能の劣化を考慮しつつ，階数・屋根葺材・大開口

の有無といった建物性能に影響を与えると考えられるパラメータによって建物を複数のカテ

ゴリに分類し，地震発生時の耐力で建物をグループわけすることで，被害推定の精度を向上

する検討を行った． 

 

3.2 経年劣化とカテゴリを考慮した地震発生時の降伏耐力推

定手法 

3.2.1 経年劣化による耐力低下の設定 

本章では，経年劣化により建物の降伏耐力が低下するものとして，建物性能の変化を考慮

する．降伏耐力の経年に伴う低下の考慮には，図 9 に示す三木・境 6)による経年劣化モデ

ルを用いる．三木・境の経年劣化モデルに，建築年代とカテゴリ別の初期降伏耐力を与え

ることで，地震発生時の建築年代とカテゴリ別の降伏耐力を推定する．建築年代とカテゴ

リ別の初期降伏耐力を求める手順を以下に示す． 

 

3.2.2 建築年代別の建築時の降伏耐力 

各年代における建築時の初期降伏耐力は，図 10 に示す三木 7）が文献 8）～20）より収集し

た各年代の壁量充足率（現行の建築基準法で定められた必要壁量に対する存在壁量）から求
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めた結果を用いる．この検討では，充足率が 1981 年の建築基準法改正前後で 2 段に変化す

る耐震規定モデルを仮定している．このとき，1960 年代と 1970 年代の充足率は 0.88，1980

年代の充足率は 1.29 となる．求めた年代別充足率に， Shiomitsu et al21)による壁量充足率

から降伏耐力を求める係数 0.73 を乗ずることで，建築年代別の降伏耐力を求めている．建築

基準法では，壁量充足率を 0.2 倍することで降伏耐力を求めるが，このときの降伏耐力は耐

力壁のみの壁量から計算され，石膏ボード等の非構造部材を考慮しない値となっており，実

際の建物の降伏耐力は更に大きいと考えられる．そこで，汐満らは，内壁・外壁といった仕

上げまで施された実大実験の結果から求めた壁量充足率と実際の降伏耐力の関係を調べ，実

際の降伏耐力が壁量充足率の 0.73 倍という関係を導いている．よって本研究では三木 7)同様

壁量充足率を 0.73 倍することで各年代の降伏耐力を設定した． 

 

3.2.3 建物のカテゴリによる耐力の違い 

建物の重量が増えれば地震時荷重は大きくなり，壁量が少なくなれば建物の強度は低下す

る．そこで，屋根仕様・階数という重量に影響を与えるパラメータと，大きな開口部の有無

という壁量に影響を与えるパラメータの 3 パラメータを用いて，強震観測点周辺の建物を 8

カテゴリに細分化した． 

カテゴリ別の耐力比は，早川による検討 22）結果を用いた．この検討では，屋根仕様と階数

ごとの耐力比を，耐震診断に用いる必要壁量（表 423））より決定している．日本の木造建物は

重い屋根で 2 階建てのものが多いことから，表 5 右下を基準として，屋根仕様と階数ごとの

耐力比は表 6 のように求まる． 
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次に，大開口の有無による耐力比を，被害調査で収集した建物の外観写真より決定する．

実大試験体の平面図が記載された文献 24）～28）より，建物の外壁のみの壁量と全体の壁量の関

係を調べたところ，図 11 に示すように，外壁の壁量充足率は全体の壁量充足率の 0.54 倍と

なることがわかった．そこで，開口が大きい建物の外壁が開口の小さい建物と比較してどの

程度少ないかを調べることで，全体的な耐力の比率を推定する．ただし，外観から耐力壁か
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図 9 耐力低下モデル（三木・境）8） 

図 10 建築年と壁量充足率の関係 7)~20) 
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図 11 外壁と全体の壁量充足率の関係 

軽い屋根 重い屋根
1階 0.28 0.40
2階 0.83 1.06

軽い屋根 重い屋根
1階 3.79 2.65
2階 1.27 1.00

表 5 屋根葺材と階数別の必要壁量 表 6 屋根葺材と階数別の耐力比 



 

17 
 

非耐力壁か，耐力壁ならば筋交いか構造用合板かといったことは判断できないため，本章で

行った外観調査は壁＝耐力壁と単純化している． 

次に，大開口の有無でどの程度耐力に差が生じるかを設定するため，表 3 に示す様々な強

震観測点周辺の建物について，１階部分の壁面積のうち開口部の占める割合を調べた．図 12

に判定結果の例を示す．表 7 に，強震観測点周辺（観測点から半径 200m 円内）の建物の写

真判定結果を示す．開口部の面積について重み付け平均を求めた結果，開口が大きい建物の

間口に存在する壁量は，開口が小さい建物の 0.42 倍であることがわかった．この結果を図 11

と合わせると，開口が大きい建物では，全体の壁量の 0.54 倍である外壁部分の壁量が，開口

が小さい建物の 0.42 倍となる．したがって，開口が大きい建物の壁量は（0.54×0.42）+0.46

より，開口が小さい建物の 0.69 倍と設定した．以上の条件で設定した，屋根仕様・階数・開

口によるカテゴリ別の耐力比を表 8 に示す．表 7 より，開口の小さい建物の方が多いことか

ら，重い屋根で 2 階建てのものが多いことと合わせて「重い屋根で 2 階建ての開口が小さい

建物」の耐力を基準としている． 

 

 

表 7 開口の大きさごとの建物棟数 

 

 

 

 

 

1/4以下 1/4~1/3 1/2以下 1/2~2/3 2/3~3/4 3/4以上
川口町震度計 12 25 42 10 16 9
JMA小千谷 25 15 42 10 9 14
JMA輪島 42 49 87 21 28 29
K-NET穴水 23 28 54 7 19 34
K-NET輪島 53 65 45 4 23 12
K-NET柏崎 69 47 28 2 3 5
柏崎震度計 16 11 11 0 5 7
K-NET小川 37 39 19 5 10 7
JMA古川 70 26 44 10 20 26
KiK-net益城 103 61 42 2 3 1
益城町震度計 47 29 26 1 3 2

2018年北海道胆振東部地震 K-NET鵡川 56 17 14 2 7 6

2004年新潟県中越地震

2007年能登半島地震

2007年新潟県中越沖地震

大開口小開口

2016年熊本地震

地震 観測点

2011年東北地方太平洋沖地震

図 12 開口部の判定例 
（a）開口部が 1/4                      （b）開口部が 1 
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表 8 屋根仕様と階数ごとの必要壁量 

 開口が小さい 開口が大きい 

軽い屋根 重い屋根 軽い屋根 重い屋根 

1 階 3.79 2.65 2.62 1.83 

2 階 1.28 1.00 0.88 0.69 

 

3.2.4 地震発生時のカテゴリ別降伏耐力 

表 9 の強震観測点周辺の建物を対象に，上記の方法で経年劣化による耐力低下とカテゴリ

の違いによる耐力比を考慮して求めた，1960～1980 年代までの 3 年代 8 カテゴリの地震発

生時の降伏耐力 Cy を，カテゴリ別の被害率 Dw・建物棟数 Ni とともに表 10 に示す． 

表 10 の Cy を地震発生時の平均 Cy とし，変動係数を与えることで，地震発生時の耐力分

布を対数正規分布で近似した建物群モデルを構築できる．従来の平均的な耐力分布に従う建

物群モデルでは，変動係数を 0.5 として耐力分布を与えたが，Shiomitsu et al21)の検討より，

建物の壁量充足率の変動係数は建築年代別によって異なることがわかっている．そこで，図

4(a)に示す壁量充足率を建築年代とカテゴリによって細分化し，カテゴリ別の変動係数を与

えることを考えた．ただし，壁量充足率のデータセットは全て 2 階建て建物であるため，屋

根仕様と大開口の有無についてのみ検討を行う． 

 

 

 

表 9 強震観測点周辺の年代別木造全壊率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1960年代 1970年代 1980年代 合計
2004年新潟県中越 JMA小千谷 ngcojj 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

JMA輪島 nthjwj 10.1% 0.0% 0.0% 5.3%
K-NET穴水 nthkan 42.1% 12.3% 4.0% 21.9%
K-NET輪島 nthkwj 4.3% 4.7% 0.0% 3.3%
K-NET柏崎 ncokzk 16.7% 2.0% 1.7% 3.3%
柏崎震度計 ncokzs 36.8% 5.5% 1.5% 7.9%
K-NET小川 ttokog 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
JMA古川 ttojfr 1.4% 4.4% 0.0% 2.5%

2016年熊本 KiK-net益城 kmmkms 12.0% 6.4% 6.3% 7.4%
2018年北海道胆振東部 K-NET鵡川 hkdmkw 23.5% 9.5% 3.8% 11.8%

2007年能登半島

2007年新潟県中越沖

2011年東北地方太平洋沖

観測点 コード
木造全壊率

地震
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表 10 地震発生時のカテゴリ別降伏耐力 

(a)1960 年代 

 

 

 

表 10 (b)1970 年代 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8
Dw 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 1.46 2.09 1.23
Ni 1 9 7
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 13.0% 0.0% 20.0% 0.0%
Cy 0.54 1.43 0.69 0.32 2.04 0.84 0.41
Ni 31 7 2 15 1 5 1
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 13.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.54 1.43 0.69 0.32 2.04 0.84 0.41 1.20
Ni 15 4 3 25 2 2 1 5
Dw 5.0% 33.0% 0.0% 18.0% 33.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.54 1.43 0.69 0.32 0.84 0.41 1.20
Ni 80 6 2 33 3 4 1
Dw 50.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.54 0.69 0.32
Ni 8 5 1
Dw 80.0% 0.0% 0.0% 40.0% 0.0%
Cy 0.54 1.43 0.69 0.32 0.41
Ni 5 2 2 10 1
Dw 17.0% 0.0% 9.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.52 1.38 0.67 0.31 1.97 0.39 1.16
Ni 6 4 22 1 16 17 8
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.52 1.38 0.67 0.31 1.97 0.81 0.39 1.16
Ni 5 6 8 2 10 2 2 2
Dw 9.0% 18.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.50 1.32 0.78 0.37
Ni 11 11 2 1
Dw 0.0% 0.0% 67.0%
Cy 0.62 1.84 0.37
Ni 5 6 6

1960s
カテゴリ

ngcojj

nthkwj

nthkan

nthjwj

ncokzk

ttojfr

ttokog

ncokzs

kmmkms

hkdmkw

25

17

年代棟数

17

62

57

129

14

20

74

37

1 2 3 4 5 6 7 8
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 1.56 2.23 0.92 1.32
Ni 7 28 3 5
Dw 0.0% 12.0% 0.0% 11.0% 0.0% 0.0% 33.0%
Cy 0.58 1.53 0.74 0.34 2.19 0.91 0.44
Ni 34 8 5 18 4 2 3
Dw 8.0% 0.0% 27.0% 17.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.58 1.53 0.74 0.34 2.19 0.91 0.44 1.29
Ni 36 3 11 12 1 1 7 1
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.58 1.53 0.74 0.34 0.44
Ni 60 3 2 11 3
Dw 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.58 0.74 0.34 2.19 0.91 0.44 1.29
Ni 29 9 6 2 1 2 1
Dw 4.0% 0.0% 12.0% 7.0% 0.0%
Cy 0.58 1.53 0.74 0.34 0.44
Ni 24 2 8 15 6
Dw 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 15.0% 0.0%
Cy 0.56 0.72 0.33 2.14 0.43 1.26
Ni 7 44 4 14 20 2
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.56 1.49 0.72 0.33 2.14 0.88 0.43 1.26
Ni 8 1 11 6 9 2 3 5
Dw 4.0% 0.0% 33.0% 50.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.54 1.44 0.70 0.32 2.06 0.85
Ni 25 14 3 2 2 1
Dw 0.0% 0.0% 33.0% 0.0%
Cy 0.68 2.02 0.40 1.19
Ni 8 6 6 1

1970s
カテゴリ

ngcojj

nthkwj

nthkan

nthjwj

ncokzs

ncokzk

ttojfr

ttokog

kmmkms

hkdmkw

55

91

45

47

21

年代棟数

43

74

72

79

50
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表 10 (c)1980 年代 

 

 

表 10 (d) 各カテゴリのパラメータ 

 

本研究において大開口と判定するためには建物の外観写真を用いたが，図 13(a)の壁量充足

率のデータセットに含まれる建物の外観は不明である．そこで，被害調査で収集した建物の

中で，大開口・小開口と判定した建物がどれだけ存在したかを調べ，その割合に応じて壁量

充足率のデータセットを分けることにした．表 11 に，開口の判定を行った建物について，開

口の大小別の建物棟数を示す．大開口建物の棟数は全体の 21%であることから，カテゴリわ

けに必要な情報が含まれるデータを抽出した図 13(b)のデータセットのうち，壁量充足率の下

位 21%までの建物を大開口として検討を行った．なお，データの抽出前後で建築年代別の変

動係数を比較した図 14 より，抽出後もデータセットの傾向は保たれていることが確認でき，

抽出後のデータセットから求めたカテゴリ別変動係数を全体に適用しても問題はないと考え

られる． 

 

1 2 3 4 5 6 7 8
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 2.40 3.44 1.42 2.03
Ni 4 19 1 7
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.90 2.38 1.15 0.53 1.40 0.68
Ni 22 3 4 11 1 1
Dw 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.90 1.15 0.53 0.68 2.00
Ni 12 5 4 3 1
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.90 1.15 0.53 0.68
Ni 30 3 1 1
Dw 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.90 2.38 1.15 0.53 0.68
Ni 30 4 16 6 3
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%
Cy 0.90 1.15 0.53 0.68
Ni 45 8 8 4
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.88 2.33 1.13 3.34 0.66 1.97
Ni 4 1 23 3 5 1
Dw 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Cy 0.88 2.33 1.13 3.34 1.38 0.66
Ni 6 7 5 9 2 2
Dw 3.0% 0.0% 11.0% 50.0% 0.0%
Cy 0.86 2.27 1.10 0.50 3.24
Ni 33 6 19 2 3
Dw 0.0% 0.0% 20.0% 0.0%
Cy 1.08 3.20 0.64 1.89
Ni 12 8 5 1

ngcojj

1980s
カテゴリ

nthkwj

nthkan

nthjwj

ncokzk

ncokzs

ttojfr

ttokog

kmmkms

hkdmkw

年代棟数

37

31

63

26

31

42

25

35

59

65

story roof opening in wall
1 2 heavy normal
2 1 heavy normal
3 2 light normal
4 2 heavy large
5 1 light normal
6 1 heavy large
7 2 light large
8 1 light large

category
parameters



 

21 
 

表 11 強震観測点周辺の開口判定結果 

 

図 13(b)のデータを対象に，建築年代別にカテゴリ別の変動係数を求め，図 15 に示す．た

だし，1960 年代についてはデータが少なく，屋根が重く壁が少ないカテゴリの変動係数しか

求まらないため，1970 年代，1980 年代と，年代分けしない場合について示している．壁が

多い場合は屋根が軽い方が変動係数は大きいが，壁が少ない場合は逆に屋根が軽いほうが変

動係数は小さい．また，壁が多い場合は建築年代が新しいほうが変動係数は大きく，壁が少

ない場合は建築年代が新しいほうが変動係数は小さい．つまり，屋根の重さや壁の量と変動

係数の間に何らかの関係があるとは考えられず，カテゴリ別の変動係数を用いるべきと言え

るだけの情報が得られない．したがって，本研究においては，図 14 の建築年代別の変動係数

を用いてカテゴリ別耐力分布を設定することとした． 

地震 観測点 小開口 大開口
川口町震度計 79 35
JMA小千谷 82 33
JMA輪島 178 78
K-NET穴水 105 60
K-NET輪島 163 39
K-NET柏崎 144 10
柏崎震度計 38 12
K-NET小川 95 22
JMA古川 140 56
KiK-net益城 206 6
益城町震度計 102 6

2018年北海道胆振東部地震 K-NET鵡川 87 15
1419 372

2011年東北地方太平洋沖地震

2016年熊本地震

合計

2004年新潟県中越地震

2007年能登半島地震

2007年新潟県中越沖地震
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(a) 初期ベースシア係数の決定に 

用いた充足率分布 

(b) カテゴリわけに必要な情報 

があるものだけを抽出 

図 13 建築年代別充足率分布 

図 14 データ抽出前後の建築年代別変動係数の比較 

図 15 カテゴリ別の変動係数 
（1960 年代はカテゴリ別変動係数が求まらないため除外） 

(a) 1970 年代       (b)1980 年代  (c)年代分けしない場合 
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3.3 経年劣化とカテゴリを考慮した建物群モデルによる解析

と実被害の対応 

表 13 の観測点を対象に，上記の手法で推定した地震発生時のカテゴリ別耐力分布を用いて

非線形建物群モデルによる解析を行い，カテゴリ分けを行うことで被害推定の精度が向上す

るか検証を行った．復元力特性は図 16 に示す修正 Takeda-Slip モデル 29)を用い，パラメー

タは文献 30)より表 12 に示す値を与えた．計算の手順を以下に示す． 

1) ある年代においてカテゴリ別に耐力分布を作り，解析被害率 Di を求める 

2) カテゴリ別解析被害率 Di に，表 10(a)~(c)に示すカテゴリ別棟数 Ni で重み付けを行

い，その年代の解析被害率 Dy を求める 

𝐷𝑦 = (∑ 𝐷𝑖 × 𝑁𝑖)/∑ 𝑁𝑖 （i:カテゴリ 1~8 を示す） 

3) 2 で求めた年代別被害率に，表 10(a)~(c)の年代別建物棟数で重み付けすることで，全

体の被害率を求める 

図 16 修正 Takeda-Slip モデル 29） 

表 12 修正 Takeda-Slip モデルのパラメータ 

𝛼 𝑄 𝑄⁄ α β γ δ

0.25 0.3 0.5 0.15 3.0 1.0

表 13 強震観測点周辺の木造全壊率 

1960年代 1970年代 1980年代 合計
2004年新潟県中越 JMA小千谷 ngcojj 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

JMA輪島 nthjwj 10.1% 0.0% 0.0% 5.3%
K-NET穴水 nthkan 42.1% 12.3% 4.0% 21.9%
K-NET輪島 nthkwj 4.3% 4.7% 0.0% 3.3%
K-NET柏崎 ncokzk 16.7% 2.0% 1.7% 3.3%
柏崎震度計 ncokzs 36.8% 5.5% 1.5% 7.9%
K-NET小川 ttokog 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
JMA古川 ttojfr 1.4% 4.4% 0.0% 2.5%

2016年熊本 KiK-net益城 kmmkms 12.0% 6.4% 6.3% 7.4%
2018年北海道胆振東部 K-NET鵡川 hkdmkw 23.5% 9.5% 3.8% 11.8%

2007年能登半島

2007年新潟県中越沖

2011年東北地方太平洋沖

観測点 コード
木造全壊率

地震
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解析被害率は，降伏層間変計画 1/120rad と全壊に相当する層間変形角 1/15rad31）より塑性

率 8 以上となった場合を全壊として算出した．表 13 の強震観測点を対象に求めた解析被害

率の，実被害との対応を図 17 に示す．KiK-net 益城については，前震＋本震を連続して入力

して解析を行った．誤差の絶対値の平均から求めた誤差平均は，経年劣化とカテゴリ分けを

考慮することで低下しており，実被害率との対応が良くなったことがわかる． 

軽量な屋根と平屋の建物が多いことから，建物をカテゴリ分けすることを思いつくきっか

けとなった K-NET 鵡川について見ると，経年劣化のみを考慮した耐力分布を用いた場合に

比べカテゴリ分けを行った耐力分布では実被害との対応が改善していることがわかる．K-

NET 鵡川のほか K-NET 穴水でも誤差が大きいが，この観測点では観測点周辺の建物に大き

な開口を有する建物が多いために，実際の建物群では解析で用いた建物群よりも耐力の低い

建物が多かった可能性がある．K-NET 穴水と，その他 6 観測点について，各カテゴリの建物

がどの程度存在するかを調べると，図 18 に示すように，K-NET 穴水では壁が少ない建物が

他の観測点の 2 倍ほど存在し，特に屋根瓦によって重量が重く壁が少ない建物が多い事がわ

かる．図 17 を見ると，経年劣化のみを考慮した年代別耐力分布に比べて K-NET 穴水の誤差

は小さくなっており，開口の大きな建物が多いことが K-NET 穴水の誤差の一因であったと

考えられるが，K-NET 鵡川に比べて変化は小さく，他の要因で誤差が残っている可能性が考

えられる．一方で能登半島地震 JMA 輪島では誤差が拡大しているが，この要因については今
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誤差平均：3.9% 

K-NET 鵡川 

K-NET 穴水 

JMA 輪島 

図 17 実被害と解析被害率の対応 

(a) 経年劣化を考慮した年代別耐力分布 (b) 経年劣化・カテゴリ分けを考慮した耐力分布 

誤差平均：4.8% 
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図 18 建物のカテゴリ別存在割合 
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後の課題としたい． 

 

3.4 地震発生時の耐力別被害関数の作成 

経年劣化に加えてカテゴリによる耐力の変化まで考慮することで，実被害との対応が向上

することが確認できたが，非線形建物群の解析は地震発生直後の被害推定で用いるには計算

負荷が高い．そこで，経年劣化とカテゴリを考慮した被害関数を作成することで，経年劣化

とカテゴリを考慮して迅速に被害推定を行うことを考えた． 

具体的には，経年劣化とカテゴリを考慮して求めた地震発生時の降伏耐力が同程度になる

ように実被害データをグループ分けし，地震発生時の耐力と対応する等価周期の弾性加速度

応答を説明変数として被害関数のフィッティングを行った． 

3.4.1 地震発生時の降伏耐力と対応する地震動強さ 

従来の被害関数では，建物被害との相関が高い地震動強さを経験的に選んできた．本研究

で用いた 1-1.5 秒応答や，建築年代別の地震動強さ（0.5-1 秒応答，1-1.5 秒応答，1.5-2 秒応

答）も，木造建物や中低層非木造建物が被害を受けて塑性化したときの等価周期に対応する

という物理的背景はあるものの，被害との相関が高い周期帯を選んだものである．しかし，

今回の解析では，地震発生時の降伏耐力が求まることから，等価線形化手法を用いて地震動

強さに用いる周期帯を決定することが可能である．すなわち，推定した地震発生時の降伏耐

力を持つ非線形系を，等価な周期と減衰の線形系に置換することで，被害と対応する等価周

期を経験的にではなく，理論的に決定することができる．以下に，等価線形化手法を用いて

地震動強さを求める手順を示す． 

非線形の復元力特性には，図 16 に示す修正 Takeda-Slip モデル 29）を用いた．このとき，

建物の降伏耐力𝐶 と弾性周期𝑇の関係は式（4）で表され，この弾性周期を用いて，割線周期

𝑇 は式（5）で表される． 

 

𝑇 = 2π
ℎ𝛼 𝑅

𝐶 𝑔
(4) 

𝑇 = 𝑇
𝜇

(𝛽𝜇 − 𝛽 + 1)𝛼
(5) 

ここで，h：2 階建て建物を 1 自由度系に置換したときの等価高さ（h=4.5[m]），𝑔：重力加速

度（𝑔=9.8[m/s2]），𝑅 ：降伏に相当する層間変形角 1/120[rad]である． 

ここで，白井 32)の検討により，等価周期を割線周期と等しい値ではなく，等価周期を割線周

期の 0.74 倍とした場合に，等価線形化手法を用いて非線型系の必要耐力スペクトルを最もよ

く再現できることから，式(5)で得られた割線周期を 0.74 倍したものを等価周期とした． 

また，等価減衰は式(6)～式(8)で表される． 
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ℎ =
𝐵 + 𝐵 ∙

𝐴
1 − 𝐴

∙
1
𝜇

2𝜋𝜇
(6) 

𝐴 =
𝛽

𝛽 + 𝜇
(7) 

𝐵 = 𝜇 −

{(𝜇 − 1)𝛽 + 1}
𝑑

𝑑

𝑄
𝑄

𝜇 (8) 

修正 Takeda-Slip モデルのパラメータは，表 12 に示す値を用い，全壊に相当する塑性率μは

8 とした．以上の式で求めた等価周期を中心とする 0.5 秒幅の弾性加速度応答スペクトル（減

衰定数 heq）の平均値を，等価周期応答として被害関数の説明変数に用いる．ここで，等価周

期そのものではなく 0.5 秒の幅をとったのは，周期帯にある程度の幅を持たせることで，固

有周期の僅かな違いによる応答スペクトルの変化で等価周期応答の値が大きく変わることを

防ぐためである． 

 

3.4.2 被害関数の構築と実被害率の対応 

表 9 に示している地震発生時の耐力と被害率が紐付けられた実被害データと，地震発生時の

耐力に対応する地震動強さを用いて，地震発生時の降伏耐力別被害関数の構築を行った．被

害関数は，等価周期応答 Aeq と定数α・βを用いて式(9)で表される． 

𝐷 = 𝛷 𝛼𝑙𝑜𝑔𝐴 + 𝛽 (9) 

地震発生時の耐力 Cy が 0.3≦Cy≦1.3 の範囲は，被害関数を作成するために十分な数のデー

タが含まれるため，この範囲を対象として被害関数を構築した．表 9 のデータを Cy0.2 刻み

でグループ化し，同じグループ内のデータについて，被害率と等価周期応答を用いて式（9）

表 15 被害関数のパラメータ 

表 14 強震観測点周辺の年代別木造全壊率 

0.9≦Cy<1.3 0.7≦Cy<0.9 0.5≦Cy<0.7 0.3≦Cy<0.5
α 0.52 0.31 0.65 1.70
β -1.14 -1.55 -1.39 -0.65

1960年代 1970年代 1980年代 合計
2004年新潟県中越 JMA小千谷 ngcojj 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

JMA輪島 nthjwj 10.1% 0.0% 0.0% 5.3%
K-NET穴水 nthkan 42.1% 12.3% 4.0% 21.9%
K-NET輪島 nthkwj 4.3% 4.7% 0.0% 3.3%
K-NET柏崎 ncokzk 16.7% 2.0% 1.7% 3.3%
柏崎震度計 ncokzs 36.8% 5.5% 1.5% 7.9%
K-NET小川 ttokog 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
JMA古川 ttojfr 1.4% 4.4% 0.0% 2.5%

2016年熊本 KiK-net益城 kmmkms 12.0% 6.4% 6.3% 7.4%
2018年北海道胆振東部 K-NET鵡川 hkdmkw 23.5% 9.5% 3.8% 11.8%

2007年能登半島

2007年新潟県中越沖

2011年東北地方太平洋沖

観測点 コード
木造全壊率

地震
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のパラメータを決定した．ただし，Cy0.7-0.9 の関数は，そのままのデータでは加速度応答が

大きいほど被害率が低下する非現実的なパラメータとなったため，これを防ぐために加速度

応答 0cm/s2で被害 0%のデータを１点だけ与えた．また，建物棟数が 20 棟未満のデータが多

く含まれることから，対数正規分布の累積確率関数とのフィッティングを行う際，各データ

の建物棟数に基づき重み付けを行った．すなわち，建物棟数が 5 棟のデータよりも建物棟数

が 50 棟のデータのほうが実被害率の信頼性が高いので，後者に 10 倍重きを置いたことにな

る．各グループの被害関数のパラメータを表 14 に，被害関数と実被害率との対応を図 20 に

示す．また，推定被害率と実被害率の対応を年代別被害関数と比較して図 21 で示す．図 20，

21 では，建物が 20 棟未満のカテゴリを小さな丸，20 棟以上のカテゴリを大きな丸で示して

いる．全体的にばらつきが大きく，棟数が多いカテゴリに限って実被害との対応を見た場合

でも，対応が改善するのは Cy が 0.3 以上 0.7 未満の場合のみである． 
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建物棟数が 20 棟以上のデータが多い Cy0.5-0.7 の被害関数では精度が向上することから，

棟数が少ないデータを用いたことが誤差の一因と考えられる．建物棟数が 20 棟以上のデータ

について見ると，Cy0.5-0.7 の被害関数以外では 3 点以下で，被害関数の決定に用いたデータ

のほとんどは建物棟数が少ないものとなっている．そこで，図 21 の Cy0.5-0.7 の被害関数に

ついて，建物棟数が 20 棟以上のデータのみを対象として実被害率と比較すると，建築年代別

被害関数では 10.0%だった誤差平均は，耐力別被害関数では 7.3%まで低下している．非線形

建物群モデルを用いた場合には，カテゴリ分けを行うことで実被害との対応が向上している

ことも踏まえると，建物棟数が 20 棟未満と少ないデータを被害関数の作成に用いたことが，
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図 21 地震発生時耐力別被害関数の実被害との対応 
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図 20 被害関数と実被害の対応 
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精度が落ちる要因の一つであると考えられる．しかし，棟数が多いデータだけでは地震発生

時の Cy が 0.7 以上の場合に被害関数を作るのに充分な数の実被害データが得られず，広い

範囲の Cy について被害推定が不可能となってしまうため，現状では棟数が少ないデータも

含めざるを得ない．今後も実被害データの収集を行い，カテゴリ分けを行っても十分な棟数

を有する実被害データの数が増えれば，精度の良い地震時耐力別被害関数の作成が可能にな

る可能性はあるが，現時点では年代別被害関数の方が良いということになる． 

また，等価周期と等価減衰を決定するための非線形復元力特性のパラメータが影響を与え

た可能性も考えられる．表 12 で示した復元力特性のパラメータは，平均的な耐力分布を用い

た際に実被害との対応が良いもの 

地震時耐力別被害関数による被害率の推定方法はやや煩雑であるので，2020 年に地震が発

生した場合の，1960 年代に建てられた 2 階建て・軽い屋根・大きな開口の無い建物（カテゴ

リ 3）を例にとり，以下に手順を示す． 

① 耐力低下モデルを用いて，2020 年における 1960 年代建物の標準的な建物（カテゴリ

1）の耐力 Cy1 を求めると，Cy1=0.49 である． 

② 耐力 Cy1 に，表 4 で示したカテゴリ 3 の係数をかけて耐力 Cy2 を求めると，

Cy2=Cy1*1.28=0.62 である．従って，0.5≦Cy<0.7 の関数を使用する． 

③ Cy2 に対応する等価周期を式 2～式 6 から求めると 0.6 秒である．減衰定数 he の弾性

加速度応答スペクトルから 0.6 秒を中心とする 0.5 秒幅分のスペクトル値を読み取り，

被害関数に代入する． 

以上で，カテゴリ 3 の被害率が求まる．その他のカテゴリも同様の手順で被害率を求め，

各カテゴリの存在割合で重み付けを行うことで，全体的な被害率を求める．各カテゴリに含

まれる建物の割合で重み付けを行った推定被害率と，実際の被害率との対応を図 22 に示す．

ここで用いた 1-1.5 秒応答の被害関数は，1980 年代までの被害率を対象とするものである．

1-1.5 秒応答の被害関数は本来建築年代に関わらず全ての木造建物を対象としているが，1980

年代以前のデータのみを用いて作成した年代別被害関数と，1980 年代以降のデータも用いた

1-1.5 秒応答の被害関数を比較すると，精度の違いがデータセットの違いによるものか，説明

変数の違いによるものか分離できない．そこで，条件を揃えて比較を行うために，表 14 の 3

年代の実被害データをもとに 1980 年代までを対象とする 1-1.5 秒応答の被害関数を作成し
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て比較を行っている．1980 年代までを対象とする 1-1.5 秒応答の被害関数のパラメータおよ

び実被害との対応を表 16，図 23 に示す． 

図 22 に示す各被害関数と実被害率の対応を見ると，地震発生時耐力別被害関数の誤差の絶

対値の平均は年代別被害関数よりも 1%ほど大きくなり，図 21 と同様に年代別被害関数の方

が実被害との対応が良く，1-1.5 秒応答の被害関数よりも実被害との対応が悪いという結果に

なった． 

年代別被害関数の方が実被害との対応が良いことに加え，地震発生時の耐力別被害関数は

必要となる情報量が多い点にも留意する必要がある．年代別被害関数で必要となる情報は観

測点周辺の建物の建築年代のみであったが，カテゴリ分けを行うには個々の建物について「建

築年代，階数，屋根仕様，開口部」の情報が必要となり，精度と実用性の両方の面で，現時点

では年代別被害関数の方が優れていると言える．将来，十分な建物被害データから地震発生

時の耐力別被害関数を再構築して被害推定の精度が向上した場合でも，年代別被害関数と地

震発生時耐力別被害関数のどちらを用いるべきかについては，運用に必要な情報量と被害推

定精度のバランスから判断する必要があるだろう． 

 

3.5 まとめ 

建物の耐力は，同じ建築年代であっても屋根仕様や階数によって差が生じるため，屋根仕

様・階数・開口の有無によって建物をカテゴリ分けした被害推定手法の検討を行った．経年

劣化による耐力低下を考慮して，地震発生時の耐力をカテゴリ別に求め，非線形建物群に入

力する解析を行い，カテゴリ分けを行うことで実被害との対応が向上することを確認した．

そこで，建物を地震発生時の耐力別にグループ分けした被害関数を作成し，実被害との対応

を第 3 章で作成した建築年代別被害関数や，既往の 1-1.5 秒応答の被害関数と比較した． 
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表 16 1-1.5 秒応答の被害関数のパラメータ 

（a）全年代対象           （b）1980 年代までを対象 

図 23 1-1.5 秒応答の被害関数と実被害の対応 

全年代対象 1980年代まで対象

α 2.80 2.68

β -9.46 -9.06
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その結果，1-1.5 秒応答の被害関数と比べて実被害との対応は向上するものの，建築年代別

被害関数と比べると実被害との対応は低下した．しかし，建物棟数が 20 棟以上のカテゴリの

みを対象に実被害との対応を見ると，建築年代別被害関数よりも対応が良くなっていること

から，カテゴリ分けを行ったことで十分な建物棟数を有する実被害データが少なくなったこ

とが，精度が低下した一因と考えられる．そのため，今後実被害データの蓄積が進むことで

精度の良い地震発生時耐力別被害関数の作成が可能となる可能性があるものの，現時点では

建築年代別被害関数の方が精度に優れる結果となった． 
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第4章  地震動と建物の方向性を考慮して被害推定を行うため

の地震動の入力方法の検討 

4.1 背景 

本研究では 1-1.5 秒応答をはじめとする被害関数の説明変数を，水平 2 方向をベクトル合

成して応答が最大となる方向から求めてきたが，地震動の振幅は断層の破壊伝播方向などの

影響により強い異方性を示す場合がある．一方で，建物も壁量の差から耐力が異方性を有す

る構造物であり，地震による被害は地震動と建物の双方の方向性に影響を受けている．した

がって，第 2 章，第 3 章で行った検討も，本来は最大方向ではなく地震動の方向性を考慮し

た入力を行う必要があると考えられる． 

1 方向の入力で地震動の方向性を考慮した被害推定を行う手法として，平均方向 4)が提案さ

れている．これは，「強軸・弱軸 2 方向を持つ建物が様々な方向に配置された建物群に対する，

地震動の 2 方向入力」という複雑な現象を，「建物が被害を受けることの多い弱軸方向に，水

平面内の各方向の中で平均的な応答となる方向の地震動が入力する」と単純化するものであ

る．具体的には，5 度ずつ 36 方向にベクトル合成した波形の周期 0-3 秒の応答を調べ，その

値が平均値となる方向を平均方向として用いるが，36 方向の応答スペクトルを計算するため

に地震発生直後の被害推定で用いるには計算負荷が高いという課題があり，本研究では計算

負荷の少ない最大方向を用いてきた．しかし，地震動と建物の方向性が複雑に組み合わさり

生じる建物被害の検討を行うためには，本来は地震動の方向性を考慮する必要があると考え

られることから，本章では地震発生後の被害推定に活用できるように平均方向の計算負荷を

低減した上で，最大方向を用いて行われた第 2 章，第 3 章の結論の妥当性について検討する． 

 

4.2 建物の方向を 1 棟ずつ調べた非線形建物群解析 

地震動と建物の方向性を考慮して被害推定を行うためには，本来，建物がどの方向を向いて

いるかを調べ，その方向に波形を入力する必要がある．そこで，平均方向の妥当性を検証す

るために，図 23 のように強震観測点周辺の全ての木造建物の強軸・弱軸方向の分布を調べ，

それぞれの方向の波形を建物群モデルに入力して地震応答解析を行った．以下に，解析の手

順および結果を示す． 
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4.2.1 建物の強軸弱軸方向の設定 

建物の強軸・弱軸方向を調べるには建物の図面が必要となるが，全ての建物の図面を入手す

ることは困難であることから，過去に行った被害調査例えば 5)の際に収集した建物の外観写真と

住宅地図という既存の情報から，強軸・弱軸方向を与えることにした．図 24 に示す例のよう

に，被害調査で撮影した写真を元に大きな開口部を有する面を調べ，この面と平行な方向を

弱軸方向，直交方向を強軸方向とした．建物には強軸弱軸 2 方向で異なる耐力を設定し，そ

れぞれの方向に地震動を入力する解析を行い，より応答の大きい方を用いて全壊するかどう

かを判定する． 

建物の強軸弱軸それぞれの方向の耐力は，日本の平均的な木造建物の耐力分布を再現した平

均的な耐力分布 6）（以下，平均的な建物群モデル）を用いた．この耐力分布は木造建物の微動

計測結果のうち，周期の長い弱軸方向の値を用いて構築されたため，弱軸方向の耐力分布と

なっており，強軸方向の耐力分布は別に与える必要がある．ここでは，平均的な耐力分布の

構築に用いられた微動計測データ 7)~17)より，図 25 に示す強軸方向と弱軸方向の周期の比率

を求め，その平均から強軸方向の固有周期を弱軸方向の固有周期の 0.85 倍として耐力分布を

設定した． 

 

図 24 建物の強軸弱軸方向の例 

 0

 5

 10

 15

 20

 0  0.1  0.2  0.3  0.4  0.5  0.6  0.7  0.8  0.9  1

F
re

qu
e
nc

y[
%]

Ratio of Period(strong-axis/weak-axis)

図 25 強軸弱軸の固有周期比の分布 
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4.2.2 強軸弱軸方向を考慮した建物群のモデル化 

建物群の方向は，表 17 に示す強震観測点周辺の建物を対象として求めた．過去に行った被害

調査と同様に，観測点を中心とする半径 200m 円内の建物について，図 24 の要領で強軸弱軸

方向（北から反時計回り）を集計した．横軸に弱軸方向をとり，各方向の建物の存在割合を

図 26 に示す．建物群の弱軸方向が(a)のようにランダムなものだけでなく，(b)のように方向

がやや揃ったもの，(c)のように方向がほぼ１方向に揃ったものも含んでおり，様々な方向性

を有する建物群を対象に平均方向の妥当性を検証することが出来る． 

復元力特性には，図 27 に示す木造建物の挙動を再現するよう構築された修正 Takeda-Slip モ

デル 18）を用い，パラメータは文献 6）より表 18 に示す値を与えた．応答塑性率が一定の値

を超えたものを全壊と判定し，その基準とする許容塑性率μは全壊時の層間変形角 1/1519）と

降伏層間変形角 1/120 よりμ=8 と設定した． 
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(a) ランダムな分布 
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(c) ほぼ 1 方向に偏る分布 
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4.2.3 解析結果と実被害の対応 

表 2 の強震記録と観測点周辺の建物について，建物の方向性を考慮して求めた解析被害率と

実被害率との対応を図 28 に示す．図中の ERR は，誤差の絶対値の平均（以下，誤差平均）

を示している．誤差が大きい点は能登半島地震の K-NET 穴水であり，第 3 章図 17 に関連し

て述べたように，1 階に大きな開口を有する建物が他の観測点よりも多く存在する 20）ことか

ら，解析で用いた耐力分布と比べて耐力の低い建物の割合が多かったために実被害率が大き

い可能性が考えられるが，本解析の目的は，平均方向を用いた解析が建物の方向を考慮した

解析と比べ，どの程度の精度を有するのかを確認することにあるため，ここでは図 28 の結果

を正解と位置づけて検討を進める． 

 

表１ 修正 Takeda-Slip モデルのパラメータ 

𝛼𝑦  𝑄𝑐/𝑄𝑦  𝛼 𝛽 𝛾 𝛿 

0.3 0.3 0.5 0.15 3.0 1.0 

図 27 修正 Takeda-Slip モデル
23) 

表 18 修正 Takeda-Slip モデルのパラメータ 

表２ 強震観測点周辺の木造全壊率 

地震 観測点 木造全壊率 

2004 年新潟中越地震 JMA 小千谷 1.8% 

2007 年能登半島地震 

K-NET 輪島 2.9% 

K-NET 穴水 18.8% 

JMA 輪島 4.7% 

2007 年新潟県中越沖地震 
K-NET 柏崎 5.3% 

柏崎市震度計 7.4% 

2011 年東北地方太平洋沖地震 
K-NET 小川 0.8% 

JMA 古川 3.0% 

2016 年熊本地震 KiK-net 益城 6.3% 

2018 年北海道胆振東部地震 K-NET 鵡川 6.3% 

表 17 強震観測点周辺の木造全壊率 
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4.3 平均方向を用いた地震被害推定 

建物の方向性を考慮して解析を行うことで実際の被害を概ね再現できたが，住宅地図と建物

の外観写真を組み合わせて建物の方向を調べる調査には多大な労力がかかる．そこで，平均

的な建物群モデルに平均方向の波形を入力する解析が，建物の方向に地震動を入力した解析

をどの程度再現できるか確認する．平均的な建物群モデルに平均方向を入力した場合の解析

被害率と実被害率の対応を示す図 29 を見ると，図 28 と同様の傾向を示しており，誤差平均

も図 28 と等しい．図 30 に示す解析被害率同士の比較を見ると，平均方向による解析の結果

は，建物の方向に地震動を入力した解析と概ね対応していることがわかる．したがって，建

物の方向を調べるために多大な労力をかけずとも，平均方向を用いることで地震動と建物の

方向性を考慮できていると考えられる． 

4.3.1 平均方向の被害関数の構築 

平均方向を用いることで地震動と建物の方向性を考慮した被害推定が可能であることがわか

ったが，地震発生直後に迅速な被害推定を行うことを考えると，建物群モデルを用いた地震

応答解析は計算負荷が高い．そこで，平均方向の地震動強さによる被害関数を作成すること

図 28 解析被害率と実被害率との対応 

（建物の方向を 1 棟ずつ決めた場合） 
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で，地震動の方向性を考慮しつつ，より迅速に被害推定を行うことを考えた．既往の検討に

より，木造建物や中低層非木造建物が塑性化したときの等価周期に当たり建物被害との相関

が高い，周期 1-1.5 秒の応答 21）（減衰定数 20%の弾性加速度応答．以下，1-1.5 秒応答）によ

る被害関数 22）が提案されている．この被害関数では，弾性加速度応答が最大となる方向のみ

の計算で求まり高速な最大方向を用いているが，これは様々な方向を向いた弱軸方向への入

力を最大方向で近似していることになるため，本来は平均方向を用いるべきである．しかし，

平均方向は 5 度ずつ 36 方向に合成した波形の 0-3 秒応答の値が平均となる方向を用いるた

め， 

① 周期 1-1.5 秒以外の余分な周期帯の方向性の影響が含まれる 

② 36 方向の 0-3 秒の応答から平均方向を決定し，平均方向に合成した波形から改めて 1-1.5

秒応答を計算するため計算時間がかかる 

といった課題がある．そこで，新たな平均方向の決定方法として，以下のように修正を行っ

た． 

① 周期ごとに平均値となる方向を求める 

② NS，EW の 2 方向で応答を求め，得られた結果を 5 度ずつ 36 方向に合成して平均値を

求める 

この修正により，1-1.5 秒以外の余分な周期帯の方向性の影響を除外することができ，応答

解析が 36 回から 2 回に減ることで計算時間も大きく短縮できる．参考までに，表 19 に示す

24の強震記録の 1-1.5秒応答を求めるのに要した時間を図 31に示す．使用した計算機のCPU

は Intel Core i5-6500 でクロック周波数は最大 3.6GHz，物理メモリは 8GB，計算ディレク

表 19 強震観測点周辺の木造全壊率 

地震名 観測点名
全壊率
(木造)

A1-1.5[cm/s
2
]

最大方向

A1-1.5[cm/s
2
]

平均方向

1994年三陸はるか沖 八戸市庁舎 1.9% 386.3 303.1

JR鷹取 59.4% 1225.8 909.8

葺合 20.2% 1095.6 746.3

NTT神戸 16.1% 557.0 373.0

JR宝塚 7.2% 626.2 485.3

本山第一小 6.5% 475.2 343.5

神戸JMA 3.2% 738.5 533.0

尼崎高架橋 2.4% 393.5 372.1

尼崎竹谷小 1.7% 336.6 328.2

関電総合技研 0.8% 360.3 310.6

2000年鳥取県西部 境港測候所 1.1% 415.9 288.9

2003年十勝沖 K-NET標津 1.3% 505.9 349.6

川口町震度計 19.8% 1096.6 750.2
JMA小千谷 1.8% 616.0 481.4
K-NET穴水 18.8% 904.9 612.3
JMA輪島 4.7% 698.2 595.8
K-NET輪島 2.9% 360.6 244.9

K-NET柏崎 5.3% 759.1 521.3

柏崎市中央町震度計 7.4% 726.9 509.9

K-NET小川 0.8% 624.0 456.8

JMA大崎市古川三日町 3.0% 810.6 613.0

高根沢町石末震度計 0.7% 435.9 267.9

須賀川市八幡町震度計 2.1% 318.4 275.8

名取市増田震度計 0.6% 589.8 415.4

1995年兵庫県南部

2004年新潟県中越

2007年能登半島

2007年新潟県中越沖

2011年東北地方太平洋沖
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トリは回転数 7200rpm のハードディスク上である．新しい平均方向でも最大方向の 3.5 倍程

度の時間を要するものの，従来の平均方向の 1/6 程度の計算時間で 1-1.5 秒応答を計算する

ことができていることがわかる．また，1-1.5 秒応答と実被害率との対応を，新旧の計算方法

別に図 32 に示す．相関係数 COR は新しい平均方向の方が高く，計算時間は大幅に短縮され，

実被害率との対応も向上することがわかる． 

新しい計算方法により平均方向を高速に計算できるようになったので，平均方向による被害

関数の構築を行った．表 3 に示す様々な強震記録における観測点周辺（半径 200 m 以内）の

木造建物全壊率と，最大方向および平均方向の 1-1.5 秒応答より，全壊率と 1-1.5 秒応答の関

係は式(1)で表される． 

 

𝐷 = 𝛷(𝛼 𝑙𝑜𝑔𝐴 . + 𝛽 ) (1) 

 

ここで，Φは標準正規分布の累積確率を示す．これと，岡田・高井 22)の震度の被害関数 D4 を

震度 6.5 で全壊率 30％となるよう修正した式(2)より，1-1.5 秒応答を用いた，建物被害と相

関の高い震度指標（以下，1-1.5 秒震度）は式(3)で表される． 

 

𝐷 = 𝛷(1.77𝐼 . − 12.03) (2) 

図 31 表 19 に示す 24 地震動の 1-1.5 秒応答の計算に要した時間 
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𝐼 . = 𝛼 𝑙𝑜𝑔𝐴 . + 𝛽 (3) 

 

表 20 に，最大方向，平均方向それぞれを用いた場合の係数𝛼 ，𝛽 ，𝛼 ，𝛽 の値を示す．また，

図 33 に被害関数と実際の被害率の対応，図 34 に推定被害率と実被害率の対応を示す．図中

の ERR は誤差平均（誤差の絶対値の平均）を示しており，最大方向と平均方向で ERR がほ

ぼ等しく，被害関数の精度に変化は無いことがわかった． 

4.3.2 最大方向と平均方向の関係性 

最大方向と平均方向で被害関数の精度が変わらない要因を調べるため，両者の 1-1.5 秒応

答がどのような関係になっているのか比較したところ，図 35(a)に示すように強い線形関係に
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表 4 被害関数と 1-1.5 秒震度のパラメータ 

 𝛼1 𝛽1 𝛼2 𝛽2 

Maximum direction 2.80 -9.46 1.58 1.45 

Average direction 3.03 -9.72 1.71 1.31 

表 20 被害関数と 1-1.5 秒震度のパラメータ 

(a) 最大方向                               (b)平均方向 
図 33 1-1.5 秒応答の被害関数と実被害との対応 
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あることがわかった．これが表 19 の 24 地震動だけでなく，全ての地震動で成り立つのであ

れば，より高速な最大方向を用いても十分な精度で被害推定が可能である．そこで，対象と

する地震動を，1993 年 1 月～2019 年 2 月までに防災科学技術研究所強震観測網（K-NET，

KiK-net）観測点，気象庁震度観測点，地方公共団体震度計で震度 5 弱以上を観測し，波形が

公開された全ての地震動として，最大方向と平均方向の 1-1.5 秒応答を比較した．図 35(b)よ

り，両者の相関係数は 0.99 と非常に高く，表 19 の 24 地震動で偶然線形関係になったわけで

はないと考えられる． 

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.78

(a)srhhch

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.74

(b)hnbtkt

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.68

(c)hnbfki

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.67

(d)hnbntt

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.77

(e)hnbtkz

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.72

(f)hnbmty

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.72

(g)hnbkma

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.94

(h)hnbamh

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.97

(i)hnbamk

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.87

(j)hnbsgk

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.69

(k)ttrskm

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.69

(l)tkcsbt

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.68

(m)ngckgk

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.78

(n)ngcojj

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.68

(o)nthkan

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.85

(p)nthjwj

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.68

(q)nthkwj

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.69

(r)ncokzk

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.70

(s)ncokzs

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600-800  0  800  1600

AVE/MAX=0.73

(t)ttokog

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.76

(u)ttojfr

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.61

(v)ttotim

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.86

(w)ttoshm

-1600

-800

 0

 800

 1600

-1600 -800  0  800  1600

AVE/MAX=0.70

(x)ttonmd

図 36 水平面内の様々な方向の周期 1-1.5 秒応答 
Response acceleration (EW) [cm/s2] 

R
e
sp

o
ns

e
 a

cc
e
le

ra
ti
o
n
 (

N
S
) 

[c
m

/
s2 ]

 

図 35 平均方向と最大方向の関係 
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最大方向と平均方向が強い線形関係にある原因を調べるため，図 35(a)で使用した 24 地震

動について，水平面内の各方向の 1-1.5 秒応答を図 36 に示す．図中の AVE/MAX は，平均方

向の値を最大方向の値で除したときの比を示している．図 3&より，表 19 に示す 24 地震動

は，(b)兵庫県南部地震 NTT 神戸のように異方性が大きいものから，(i)兵庫県南部地震尼崎

竹谷小のように異方性が小さいものまで，様々な方向性を有する地震動を含んでいる．その

ため，平均方向と最大方向の比も一定ではなく，必ず線形関係になるとは限らないはずであ

る．しかし，平均方向と最大方向の比がどの程度の範囲に分布しているかを図 35(b)の作成に

用いた地震動について調べると，図 37 に示すように，両者の比はおよそ 0.65 以上の範囲に

集中している．したがって，両者の比が必ずしも一定になるわけではないものの，限られた

範囲に集中するために強い線形関係を示していることがわかる． 

両者の比のばらつきが一定の範囲に収まる理由を調べるために，サイン波を用いた数値実

験を行った．ここでは，NS 成分として振幅 1000 cm/s2，周期 1.0 秒のサイン波を与え，EW

成分を与えないことで，極めて強い異方性を持つ模擬地震動を作成した．この模擬地震動に

よる最大方向と平均方向の 1-1.5 秒応答の比が 0.64 となることから，両者の比がこれよりも

小さくなることはあり得ない．この 0.64 という値は図 37 に示した分布の下限が約 0.65 であ

ることに対応しており，両者の比は将来発生する地震動でも必ずこの範囲に収まる．したが

って，最大方向と平均方向の 1-1.5 秒応答が強い線形関係にあることと，両者の被害関数が

同程度の精度を示したことは偶然ではなく，最大方向の 1-1.5 秒応答を計算することで平均

方向の 1-1.5 秒応答を推定することが可能である．具体的には，図 35(b)の最大方向(X 軸)と

平均方向(Y 軸)の関係を最小二乗法で直線近似すると Y=0.73X となることから，最大方向の

1-1.5 秒応答の値を 0.73 倍して平均方向の 1-1.5 秒応答を求め，これを平均方向の被害関数

に代入すれば良い．図 38 に，最大方向の値から推定した平均方向の値を入力した場合と，実

際の平均方向の値を入力した場合の推定被害率の対応を示す．誤差の絶対値の平均は 0.9%，

相関係数は 0.98 とよく対応しており，最大方向の応答を計算することで平均方向の応答を精

度良く推定できていることがわかる． 

 

 

 

図 37 平均方向と最大方向の比の分布 
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4.4 まとめ 

1 方向の波形の入力で地震動と建物の方向性を考慮した被害推定を行うためには，地震動の

水平成分のどの方向を用いればよいか検討を行った．まず，一自由度の非線形建物群を用い

て，建物 1 棟ずつの方向に波形を入力した場合と，様々な方向の中で平均的な加速度応答と

なる「平均方向」の波形を入力した場合について実被害との対応を比較し，平均方向を用い

ることで地震動と建物の方向性を考慮した解析が可能であることを確認した． 

そこで，平均方向の加速度応答を用いることで地震動と建物の方向性を考慮して被害を推

定できる被害関数を作成した．この被害関数による被害推定の精度を，様々な方向の中で応

答が最大となる「最大方向」を用いる従来の被害関数と比較したところ，両者の精度はほぼ

等しくなった．その原因を調べると，平均方向と最大方向の加速度応答が強い線形関係を有

することが原因であることがわかった．この線形関係は，平均方向と最大方向の比が必ず一

定の範囲に集中することから常に成り立つため，より高速に計算可能な最大方向の応答を用

いて精度良く平均方向の応答を推定出来ることがわかった．したがって，地震動と建物の方

向性を考慮するためには本来平均方向を用いる必要があるものの，被害関数について最大方

向を用いて検討を行った第 2 章，第 3 章の検討は，平均方向を用いた場合でも同様の結論が

得られると考えられる． 
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結論 

本研究では建物の等価周期という概念に基づいて，建物の地震被害推定を正確かつ迅速に

行うための被害関数について検討を行った．その結果，建物の性能によって異なる等価周期

に対応させた周期帯の弾性加速度応答を説明変数とすることで，既存の被害関数よりも精度

が向上することがわかった． 

等価周期の応答に基づく被害関数として，第 2 章で建築年代別被害関数，第 3 章で地震発

生時の耐力別被害関数を提案したが，これらの被害関数を用いた被害推定で必要となる建物

の情報のうち，建築年代は家屋課税台帳で収集済みである．課税台帳は一般に公開されてい

る情報ではないが，一般に公開されている地域メッシュ統計から建物の建築年代分布を推定

する手法も提案されており 1），いずれかの方法で全国の建築年代分布のデータベース化が可

能である．したがって，本研究の成果を実用化する場合，全国の建物の建築年代分布を用い

て建築年代別被害関数による被害推定を行うのが最も実現の可能性が高いと考えられる．図

39 に被害関数を用いて建物被害を推定する手順を示す．建築年代別に分けずに被害推定を行

う場合と違いが生じる過程を赤枠で示しており，図 39(b)に示す建築年代別の被害推定では，

被害関数から得られた年代別推定被害率に建築年代分布で重み付けを行う過程が増える．こ

の点は既存の建築年代別被害関数でも同様であるが，その地点の年代分布を参照して重み付

けを行う負荷は弾性応答解析の負荷に比べて小さく，被害推定の速度を大きく落とすことな

く被害推定の精度を向上できると考えられる． 

 

  

(a) 年代別でない被害関数                  (b) 建築年代別被害関数 

図 39 被害関数による被害推定の手順 

 

 

また，各章で得られた知見を以下に示す 

 

第 2 章 建築年代による等価周期の違いを考慮した年代別被害関数 

本章では，建築年代によって異なる等価周期に対応する説明変数を用いて年代別被害関数

地震発生

K-NET即時公開データ
の波形公開

各観測点における地震動強さを計算

被害関数を用いて
被害率を推定

波形をダウンロード

観測点の無い地域メッシュの地震動強さを
面的補完で推定

推定被害率分布
（画像，GISデータ）

地震発生

K-NET即時公開データ
の波形公開

各観測点における地震動強さを計算
（0.5-1秒応答，1-1.5秒応答，1.5-2秒応答）

年代別被害率を建築年代分布で重み付け
して全体の被害率を推定

波形をダウンロード

観測点の無い地域メッシュの地震動強さを
面的補完で推定

推定被害率分布
（画像，GISデータ）

年代別被害関数で年代別被害率を推定



 

49 
 

を作成することで，被害推定精度を向上させるための検討を行った． 

まず，建物被害と相関の高い周期帯を建築年代別に調べ，相関の高い周期帯が建築年代に

よって異なることを示した．そして，建築年代によって異なる周期帯の加速度応答を用いて

年代別被害関数を作成することで，1-1.5 秒応答を用いる従来の被害関数よりも実被害との対

応が向上することを示した． 

第 3 章 経年劣化による建物性能の低下を考慮した被害関数 

本章では，建物の経年劣化とカテゴリを考慮することで，地震発生時の建物性能が同程度

になるように建物を分類する被害関数の検討を行った． 

まず，降伏ベースシア係数に影響を与えると考えられるパラメータによって建物を 8 カテ

ゴリに分類し，経年劣化を考慮した地震発生時のカテゴリ別降伏耐力分布を作成した．作成

した耐力分布を用いて非線形建物群による解析を行い，カテゴリ分けを行うことで実被害と

の対応が向上することを示した． 

そこで，カテゴリ別降伏ベースシア係数が同程度になるようにグループ分けを行い，それ

ぞれのグループで被害関数を作成した．その結果，第 3 章で作成した年代別被害関数と比べ

てやや精度が落ちる結果となった．これは，カテゴリ分けを行うことで建物棟数が不十分な

データを用いて被害関数を決定せざるを得なかったことが原因の一つと考えられ，建物棟数

が十分なデータだけを対象にすると年代別被害関数よりも精度が向上することから，被害デ

ータの蓄積が進むことで，同様の手法でより良い精度が得られる可能性があると思われる． 

一方で，第 2 章にも言えることであるが，建物を細分化するにつれて要求する情報量が多

くなる．全国の木造建物について，建築年代・屋根葺材・階数・開口の情報をデータベース化

することは現実的ではない．本章の位置づけとしては，建物をカテゴリ分けすることで被害

推定の精度が向上する可能性を示すとともに，将来建物の詳細な情報がデータベース化され

た際に活用できる手法を予め提案するものであり，現時点で実用化の可能性が高いのは建築

年代のデータベース化で運用可能となる第 2 章の建築年代別被害関数であろう． 

第 4 章 地震動と建物の方向性を考慮した被害推定手法の検討 

本章では，最大方向を用いて行われた第 2 章，第 3 章の検討に対し，地震動と建物の方向

性を考慮して再検討を行う必要があるか検討を行った．まず，1 方向の入力で地震動の方向

性を考慮する手法として提案されている平均方向の妥当性を確認することを目的とし，非線

形建物群モデルを対象に，建物の方向を 1 棟ずつ調べ，その方向に波形を入力する解析を行

い，その結果がほとんどの観測点で平均方向による解析と概ね対応することを示し，平均方

向の妥当性を示した．そして，精度を落とさずに計算負荷を低減した新しい平均方向を考案

し，平均方向を用いた被害関数を作成した． 

作成した被害関数を，水平面内で応答が最大となる「最大方向」を用いる従来の被害関数

と比較したところ，両者の実被害率との対応はほぼ等しくなった．これは，最大方向と平均

方向が強い線形関係にあることが原因であり，この線形関係は，平均方向と最大方向の比が

必ず一定の範囲に集中することから常に成り立つ．したがって，最大方向を用いて行った第

2 章，第 3 章の検討は平均方向を用いた場合でも同様の結論が得られると考えられる． 
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今後の検討 

以下に，本研究で未検討の事項を示す． 

 

経年劣化を考慮した被害関数 

本研究では，経年劣化による耐力の変化を考慮せず年代別に建物を分類した年代別被害関

数と，経年劣化に加えてカテゴリ間の耐力比まで考慮した地震発生時耐力別被害関数を作成

した．年代別被害関数では経年劣化による耐力低下が考慮されない一方で，地震発生時耐力

別被害関数では建物の細分化に伴い，十分な建物棟数を有する実被害データが少なく，経年

劣化を考慮しない年代別被害関数の方が実被害との対応が良いという結果が得られた．また，

実用化を考えても，ある地域の建築年代分布さえ手に入れば良い年代別被害関数と，建築年

代・屋根仕様・階数・開口部の情報が必要となる地震発生時耐力別被害関数では，年代別被

害関数の方が運用のハードルは低い．そこで，カテゴリ分けを行わず，経年劣化のみを考慮

した被害関数について検討を行うことで，必要な情報量はそのままに，年代別被害関数より

も被害推定の精度を向上できるか検討を行いたい． 

 

実被害データに頼らない被害関数 

本研究で作成した被害関数（平均方向の被害関数，建築年代別被害関数，地震発生時耐力

別被害関数）は，いずれも建物の等価周期に相当する地震動強さと実被害データを用いて求

めたものである．これは，ある属性（建築年代，カテゴリ）の建物が実際に被害を受けるまで

は被害関数を作成することが出来ず，建築年代が新しい建物の地震発生直後の被害推定や，

将来発生が危惧される大地震を対象とする被害想定への活用に課題が残る．例えば，現時点

では 2010 年代建物の被害データが無いために，2021 年に発生した地震で発生直後の被害推

定を行う場合や，将来発生する地震における被害想定を行うには，従来の 1-1.5 秒応答の被

害関数を用いることになる． 

しかし，「ある耐力を有する建物が，ある大きさの入力を受けたときにどの程度の被害を受

けるか」ということを論理的に説明することが出来れば，いまだ被害データのない 2010 年代

建物の被害想定が可能となる．本研究では，地震発生時耐力別被害関数を作成する際に，地

震動強さ指標として等価周期応答を定めた．この指標は，従来の被害関数で用いられてきた

指標とは異なり，実被害との相関が高い指標を経験的に選んだものではなく，「地震発生時の

耐力と対応する等価周期」という論理的に定めた指標であり，2010 年に建てられた建物の実

被害データが無くとも，どの周期帯の応答を用いるべきか定めることが出来る．同様に，あ

る性能の建物群に対してある入力がなされた際の被害率を論理的に導くことが出来れば，新

しく建物を建てた時には既にその建物の被害推定までも可能ということになる． 
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精度の高い非線形建物群モデルがあれば，強震動予測手法を用いて推定した地震動を入力

して解析を行うことで被害想定を行うことは可能であるが，計算負荷が高く地震発生直後の

被害推定での運用は難しい．そこで，被害関数を構築できるだけの実被害データが得られて

いない年代の建物についても迅速な被害推定を行える被害関数の構築が必要である． 
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